
　◆社会保障施策とは、

①

➡生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など

②

➡国民健康保険、介護保険、年金など

③

➡医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防施策、健康増進対策など

地方消費税交付金（社会保障財源分）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

生活保護事業 1,383,443 1,063,096 320,347

児童福祉事業 4,248,200 3,120,711 1,127,489

母子福祉事業 372,655 135,844 236,811

高齢者福祉事業 17,942 6,007 11,935

障害者福祉事業 2,641,198 1,888,936 752,262

小　　計 8,663,438 6,214,594 2,448,844

国民健康保険 501,148 265,650 235,498

介護保険 1,122,152 60,198 1,061,954

後期高齢者医療保険 1,339,011 250,674 1,088,337

小　　計 2,962,311 576,522 2,385,789

医療に係る施策 30,219 4,324 25,895

感染症その他の疾病の予防対策 480,869 81,513 399,356

健康増進対策 2,098 92 2,006

小　　計 513,186 85,929 427,257

12,138,935 6,877,045 5,261,890
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地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障
施策に要する経費

(歳出）

特定財源

(歳入）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

事業費事業名

121億3,893万5千円

11億727万3千円

社会福祉（生計が困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助を行う等国民の生存権を確保
することによって、国民生活の内容を豊かにならしめること）

社会保険（保険的方法によって社会保障を行う制度総称であるが、法令に基づき実施される強制保険
を意味している）

保健衛生（国民の健康を保つための施策を意味している）

令和５年度当初予算額

消費税率引上げ分の地方消費税交付金は、社会保障４経費（年金、医療及び介護の社会保障給付並
びに少子化に対処するための施策に要する経費）、その他社会保障施策に充てることとされています。


